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非公式訳 

投資委員会布告 

第 Sor. 4／2564 号 

件名：デジタル産業への投資奨励の改定 

-------------------------------------------------- 

仏暦 2557 年（2014 年）12 月 3 日付投資委員会布告第 2／2557 号「投資奨励

政策および基準」に引き続き、 

国の情報技術の人材育成におけるデジタル産業への投資を推進し、柔軟性と

スピードを必要とするソフトウェア産業およびデジタルサービスにおける民間部門の事業運

営を支援することを目的とし、 

投資委員会は仏暦 2520 年（1977 年）投資奨励法第 16条の権限に基づき、

以下のように発布する。 

仏暦 2557 年（2014 年）12 月 3 日付投資委員会布告第 2／2557 号巻末の業種

5.7、5.8 、並びに仏暦 2563年（2020年）1月 15日付投資委員会布告第 Sor. 1／2563 号

に基づき改定増補をされた仏暦 2557年（2014年）12月 3日付投資委員会布告第 2／2557号

巻末の業種 5.9 を廃止し、仏暦 2557 年（2014 年）12 月 3 日付投資委員会布告第 2／2557

号巻末の 5 類 電気・電子機器産業に内容を追加し、業種、条件および恩典を以下のように

定めることで、デジタル産業への投資奨励を改定変更することを発布する。 

 

業種 条件 恩典 

5.10 ソフトウェア、デジ

タルサービス提供の

ためのプラットフォ

ーム、またはデジタ

ルコンテンツの開発

事業 

1.  プロジェクトの最低投資金額は、投資奨励申請後

の追加雇用である情報技術のタイ人人員の給与費

用から計算され、年間 150万バーツ以上であるこ

と。 

2.  事務局が指定する、タイ国内においてソフトウェ

ア、デジタルサービス提供のためのプラットフォ

ーム、またはデジタルコンテンツの開発プロセス

を有すること。 

3.  既存または中古の機械/設備の使用を許可する。 

4.  この業種への投資奨励は、全種類の商品の小売業

および卸売業を対象外とする。 

5.  法人所得税免除対象収入は、事務局が定めた通り

の奨励されたソフトウェア、デジタルサービス提

供のためのプラットフォーム、またはデジタルコ

ンテンツの開発に直接関わる成果となる販売ある

いはサービス提供から生じる収入とする。 

6.  1年毎の法人所得税免除恩典の使用上限は、以下

のように恩典使用を申請する年に実際に発生した

費用の項目に応じて決められる。 
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- 奨励申請日以前の情報技術のタイ人人員雇用と

比較して増加する情報技術のタイ人人員雇用か

ら計算される追加雇用となる情報技術の人員給

与費用。法人所得税免除上限は当該費用の

100％とする。 

- 情報技術開発に関連するコースでのタイ人人員

のスキルを向上させるための研修・訓練費用、

ならびに職業統合学習（WiL）、協同教育、デ

ュアル職業訓練、または事務局が同意した情報

技術分野でのタイ人人員育成のための協力など

の指定協力形態通りに、教育機関との協力プロ

ジェクトの下でのタイ人人材の育成に係る費

用。法人所得税免除上限は当該費用の 200％と

する。 

（奨励申請者が人材育成の場合における東部経

済回廊（EEC）における投資促進措置に基づく

恩典申請を申し出る場合、事務局が同意した情

報技術分野でのタイ人人員育成のための協力、

または指定協力形態通りに、教育機関との協力

プロジェクトの下での人材育成に係る費用はプ

ロジェクトの法人所得税免除対象外とする。） 

- ISO29110規格あるいは CMMIレベル 2以上の認

定、または相当する国際規格の認証を取得する

ための費用。法人所得税免除上限は当該費用の

100％とする。 

7.  競争力向上のための追加恩典および小中企業

（SMEs）への投資奨励措置に基づく追加恩典を申

請することは出来ない。 

8.  人材育成の場合における東部経済回廊（EEC）に

おける投資促進措置に基づく恩典を申請する場合

は、奨励申請の際に申し出ること。また、投資奨

励認可後の変更は不可能とする 

 

尚、只今より有効とする。 

 

公布日：仏暦 2564 年（2021年）9月 16日 

 

 

陸軍大将  プラユット・チャンオーチャー 
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首相 

投資委員会委員長 


